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第１ 計画の概要 

 
１ 計画策定の趣旨 

「第７期福岡市障がい福祉計画」及び「第３期福岡市障がい児福祉計画」（以下「本計画」

という。）は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（以下「障

害者総合支援法」という。）の「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人

権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものである」との理念を実現するため、

障害者総合支援法第 88 条第１項及び児童福祉法第 33 条の 20 第１項の規定に基づき、「障

害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」（令

和５年こども家庭庁・厚生労働省告示第１号：令和５年５月 19 日改正）（以下「基本指針」

という。）に即して、地域において必要な「障がい福祉サービス」、「相談支援」、「地域生活

支援事業」及び「障がい児通所支援」等の各種サービスが計画的に提供されるよう、令和８

年度末における障がい福祉サービス等に関する数値目標の設定及び各年度のサービス需要

を見込むとともに、サービスの提供体制の確保や推進のための取組みを定めるものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

（１）本計画の位置づけ 

本計画は、障害者総合支援法に基づく「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法に基づく「市

町村障害児福祉計画」を一体の計画として策定するものです。 

（２）他の計画との関係 

  本計画は、国及び福岡県が策定する関連計画や、福岡市基本計画に即した「福岡市保健福   

祉総合計画」及びその障がい者分野である「福岡市障がい者計画（障害者基本法第 11 条第

３項に定める市町村障害者計画）」、子ども施策を総合的・計画的に推進するための「福岡市

子ども総合計画」との整合性を図りながら策定するものです。 

「福岡市障がい者計画」は、「障がいのある人が必要な支援を受けながら、自らの能力を

最大限発揮し、地域や家庭でいきいきと生活することのできるまちづくり」を目指すことを

基本理念に掲げ、障がい者施策の基本計画としての性格を有していますが、本計画は、その

実現に向けた実施計画としての性格を有しています。 
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３ 計画の対象者 

この計画の対象となる「障がい者」とは、障害者総合支援法第４条において定義され

た、身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害者

のうち18歳以上の人及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５条第１項に規定す

る精神障害者（発達障害者支援法(平成16年法律第167号)第２条第２項に規定する発達障

害者を含み、知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。）のうち18歳以上の人並びに治

療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の

程度が厚生労働大臣が定める程度である人で18歳以上の人をいいます。また、「障がい

児」とは、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児をいいます。 

 

４ 計画の期間 

市町村障害福祉計画及び市町村障害児福祉計画は、基本指針により３年を１期として作成

することが基本とされており、本計画の計画期間は、令和６年度から令和８年度までの３年

間としています。 
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第２ 障がい保健福祉施策をめぐる現状 

 

１ 障がい者の現状 

（１）障がい児・者の手帳所持者数の推移 

福岡市の障がい児・者の手帳所持者数（身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健   

福祉手帳の所持者数の合計、重複含む）は、令和４年６月 30日現在（精神障害者保健福

祉手帳所持者数は令和５年３月 31日現在）で 86,423人、人口に対する障がいのある人の

割合は 5.5％であり、市民の約 20人に１人が身体、知的又は精神障がいがあるという状況

です。 

    人口に対する障がいのある人の割合は増加傾向にあり、特に精神障がい者の割合は、高  

い伸び率を示しています。 

    精神障害者保健福祉手帳の所持者数は 20,957人であり、平成 22年度から令和４年度ま  

での 12年間で、約 2.7倍となっています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

障がい児・者数及び人口に占める割合の推移 
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（２）各手帳所持者の年齢構成別の推移 

令和４年６月 30日現在の身体障がい児・者数（身体障害者手帳所持者数）は 51,871人    

で、20歳代以下 2,304人に対して、60歳代以上は 39,872人となっており、60歳代以上 

の割合が 76.8％と高い割合を占めています。 
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一方、知的障がい児・者数（療育手帳所持者数）は 13,595人で、このうち 20歳代以下が 

7,217人と約半数（53％）を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、精神障がい児・者数（精神障害者保健福祉手帳所持者数）は 20,957人で、どの年 

代もほぼ同じ割合となっています。 
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（３）精神障がいの状況 

精神疾患の治療のために外来通院者が利用する、医療費の自己負担を軽減する自立支援

医療（精神通院）制度の受給者証所持者数は、令和４年度末時点で 31,049人となっていま

す。平成 22 年度から令和４年度までの間で約２倍に増加しています。診断名別でみると、

「気分（感情）障害」が 13,706人と全体の 44.1％を占めて最も多く、次いで「統合失調症、

統合失調症型障害及び妄想性障害」が 5,916人（19.1％）、「神経症性障害、ストレス関連障

害及び身体表現性障害」が 2,694人（8.7％）と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一方、令和４年６月 30日時点の福岡市内の精神科病床入院者数は 3,308人で、減少傾

向です。診断名別でみると、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」が 1,626

人と全体の 49.2％を占めて最も多く、次いで「症状性を含む器質性精神障害」が 858人

（25.9％）、「気分（感情）障害」が 414人（12.5％）と続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

自立支援医療（精神通院）受給者証所持者数の推移 
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（４）発達障がいの状況 

発達障がいについては、正確な人数が把握できない状況ですが、療育センター等におけ  

る新規相談児数と発達障がいの診断を受けた件数をみると、増加傾向にあります。福岡市  

立発達障がい者支援センター（ゆうゆうセンター）の年齢別相談者数の推移は、平成 29 

年度を境に減少傾向に転じていましたが、令和４年度に再度、増加に転じています。ま 

た、区障がい者基幹支援センターにおける発達障がい児・者の新規相談件数は、増加傾向 

にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

ゆうゆうセンターの年齢別相談者数の推移 
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（５）難病の状況 

難病について、特定医療費（指定難病）受給者証所持者数の年次推移をみると、緩やか  

な増加傾向にあります。 

性別にみると平成 30年度から令和４年度までのいずれの年においても、男性が約４ 

割、女性が約６割となっています。 

なお、令和２年度については、新型コロナウイルス感染症拡大防止策として更新手続き 

を不要とし、有効期間の満了日を１年間自動延長したことから、例年更新時に発生する不  

認定や更新切れ等による一定の減少がなかったため、増加幅が大きくなっています。 
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（６）障がい福祉サービス利用決定者数・実利用者数の推移 

障がい福祉サービス利用決定者数及び実利用者数の推移を見ると、いずれも増加傾向に  

あり、実利用者数は平成 30年度から令和４年度の間で約 1.17倍となっています。 

 
 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい福祉サービス利用決定者数及び実利用者数の推移 
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２ 障がい保健福祉施策関連事業費の現状 

福岡市の障がい保健福祉事業費は、障がい児・者の増加に伴い、サービスの利用が毎年増   

加しており、平成 30年度と令和４年度の事業費を比較すると約 158億円増加しています。 

その主な原因としては、日中活動系の施設サービス及び、グループホームの利用者数、障  

がい児通所支援の利用者数の増加などが挙げられます。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

百万円 

事業費（障がい保健福祉費）の推移 
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設運営費等）

障がい児関連施策事業費（児童発達支援、

放課後デイサービス等）

単位：百万円

H30年度 H30→R1年度 R1→R2年度 R2→R3年度 R3→R4年度 計

6,621 437 259 984 854 2,534

1,637 659 196 627 947 2,429

17,581 813 993 1,390 1,116 4,312

916 103 24 0 85 212

1,632 40 △ 218 100 184 106

12,077 212 △ 188 366 320 710

4,306 △ 296 570 14 703 991

7,950 1,023 737 1,279 1,546 4,585

52,720 2,991 2,373 4,760 5,755 15,879合　　　　計

 障がい児関連施策事業費
（児童発達支援、放課後等デイサービス等）

 その他
（社会参加促進費、市立障がい者施設運営費等）

 地域生活支援事業

 医療
（自立支援医療、重度障がい者医療）

事業名

 障がい福祉サービス（在宅）

 障がい福祉サービス（グループホーム等）

 障がい福祉サービス（施設）

 自立支援給付
（障がい福祉サービス、自立支援医療を除く）
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　本項目では、国が定める基本指針に即して、令和８年度の数値目標を設定します。また、数値目標及
びこれまでの実績等を踏まえ、令和６年度から令和８年度までの３か年における障がい福祉サービス等
の見込量を定めて、福岡市におけるサービス提供体制の計画的な整備を図ります。
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※
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第４ 計画の推進体制 
 

１ 計画の進行管理  

 障害者総合支援法第 88条の２及び児童福祉法第 33条の 21においては、計画に定める事

項について、定期的に調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、計画を変更

することその他の必要な措置を講じること（ＰＤＣＡサイクル）とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（障がい福祉計画及び障がい児福祉計画におけるＰＤＣＡサイクルのイメージ） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＤＣＡサイクルとは 
 
「ＰＤＣＡサイクル」とは、さまざまな分野・領域における品質改善や業務改善など

に広く活用されているマネジメント手法で、「計画（Plan）」「実行（Do）」「評価（Check）」

「改善（Act）」のプロセスを順に実施していくものです。 

■計画策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、サービス提供体制に関する見

込量の見込み方の提示 

基本指針 

■計画の内容を踏まえ、 
事業を実施する。 

実行（Do） 

■「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設定するとともに、障がい福祉サービス

の見込量の設定やその他確保の方策等を定める。 

計画（Plan） 

■成果目標及び活動指標については、少なくとも１年に１回その実績を把握し、障がい者施

策や関連施策の動向も踏まえながら、計画の中間評価として分析・評価を行う。 
■中間評価の際には、障がい者保健福祉専門分科会の意見を聴くとともに、その結果につい

て公表する。 
■活動指標については、適宜実績を把握し、達成状況等の分析・評価を行う。 

評価（Check） 

■中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認め

るときは、計画の見直し等を実施。 
 

改善（Act） 
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（１）計画におけるＰＤＣＡサイクル 

基本指針に即して定めた数値目標（Ｐ11「２ 障がい福祉サービス等に関する数値目

標）を「成果目標」とし、各サービスの見込量（Ｐ24「３ 障がい福祉サービスに関する

種類ごとの実績及び見込量」、Ｐ33「４ 地域生活支援事業に関する種類ごとの実績及び

見込量」）を「活動指標」としています。 

ＰＤＣＡサイクルに沿って、事業を実施し、数値目標の達成状況などについて、少なく

とも年１回、福岡市保健福祉審議会障がい者保健福祉専門分科会から点検・評価を受け

るとともに、その結果について福岡市ホームページ等で公表します。 

 

（２）点検・評価結果の反映 

福岡市保健福祉審議会障がい者保健福祉専門分科会から、計画の進捗状況や計画を推

進していくための方策について意見・提案等を受け、計画の見直し等、施策に反映しま

す。 
 

２ 国・県への要望 

国や県の動向に留意しながら福岡市の施策を進めていきます。また、事業の安定的な運営

のため、制度の改善や財政措置の充実を求める事項について検討し、必要に応じて他の政令

市等とともに要望していきます。 

 

３ 福岡市障がい者等地域生活支援協議会との連携 

本計画における障がい福祉サービス等による取組みを推進するに当たっては、障害者総合

支援法に基づき設置された福岡市障がい者等地域生活支援協議会からの意見を踏まえ、事業

を実施していきます。 
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第５ 資料編 

１ 福岡市障がい福祉計画の策定体制 

本計画は、障がい保健福祉施策の総合的な推進や社会情勢の変化に対応した施策の再構築

を図るため、福岡市保健福祉審議会障がい者保健福祉専門分科会において意見をお伺いする

とともに、パブリック・コメントにおける市民からの意見等を踏まえ、策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画策定の経緯 

実施年月  実 施 概 要 

令和５年５月 30日 福岡市長から福岡市保健福祉審議会へ諮問 

７月 14日 ■第１回障がい者保健福祉専門分科会 開催 

８月 ４日 福岡市障がい者等地域生活支援協議会において意見聴取 

８月 ９日 ■第２回障がい者保健福祉専門分科会 開催 

９月 27日 ◇市議会常任委員会報告 

11月１日～30日 ◇パブリック・コメント手続きによる市民意見募集 

令和６年１月 16日 ■第３回障がい者保健福祉専門分科会 開催 

２月 ８日 福岡市長への答申 
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３ 福岡市保健福祉審議会障がい者保健福祉専門分科会委員名簿 
（令和６年１月 31 日現在） 

（敬称略 五十音順） 

 

  氏      名 備　　考

 磯　部　紀　子

 稲　員　稔　夫

 大　村　重　成

 鬼　塚　　　恒

 酒　匂　純　子

 清　水　邦　之 副分科会長

 下 山 い わ 子
社会福祉法人 福岡市手をつなぐ

育成会理事長（R6.1.1～）

 末　松　忠　弘

 中　野　紀　子

 野　口　信　介

 野　口　幸　弘

 浜　崎　太　郎

 平　井　　　彰

 平　山　　　守

 満　﨑　一　子

 宮　本　政　智

 向  井　公  太 同法人理事（R6.1.1～）

 明　治　　　博

 森　川　鈴　江

 安　元　佐　和 分科会長

 吉　川　昌　子

 吉　田　弘　嗣

役　　　職　　　等

九州大学大学院医学研究院神経内科学　教授

福岡市議会福祉都市委員会 委員

福岡市民生委員児童委員協議会　理事

一般社団法人 福岡県精神科病院協会 副会長

弁護士

西日本新聞社論説委員会 委員

社会福祉法人 福岡市身体障害者福祉協会 会長

福岡市手をつなぐ育成会　保護者会会長

一般社団法人 福岡市民間障がい施設協議会　理事長

公募委員

福岡市立特別支援学校　校長会

西南学院大学大学院 非常勤講師

福岡市議会福祉都市委員会　委員　　　　

一般社団法人 九州経済連合会 顧問

中村学園大学教育学部　教授

公募委員

福岡市精神保健福祉協議会　福岡家族連絡会代表

一般社団法人 福岡市精神保健福祉協議会 理事

社会福祉法人 福岡市手をつなぐ育成会 理事長　　　

社会福祉法人 福岡市身体障害者福祉協会　副会長

公募委員

福岡大学医学部医学教育推進講座　主任教授
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福障企第 67号 

令和５年５月 30日 

 
福岡市保健福祉審議会 
 委員長 高 田 仁 様 
 

福岡市長 髙 島 宗 一 郎 
 

「第７期福岡市障がい福祉計画」及び「第３期福岡市障がい児福祉計画」 

（令和６年度～８年度）の策定について（諮問） 

  

 福岡市における障がい保健福祉施策につきましては、障害者総合支援法に基

づく市町村障害福祉計画及び児童福祉法に基づく市町村障害児福祉計画を一体

のものとして策定した「第６期福岡市障がい福祉計画」及び「第２期福岡市障

がい児福祉計画」（令和３年度～５年度）により、計画的に推進しています。 

  

「福岡市障がい福祉計画」及び「福岡市障がい児福祉計画」は、障がい福祉サ

ービスや障がい児通所支援等が計画的に提供されるよう、各種サービス等に関

する数値目標の設定及び各年度のサービス需要を見込むとともに、サービスの

提供体制の確保や推進のための取り組みを定めることとなっており、次期計画

を令和５年度内に策定する必要がございます。 

 

つきましては、「第７期福岡市障がい福祉計画」及び「第３期福岡市障がい児

福祉計画」（令和６年度～８年度）の策定について、貴審議会のご意見を伺いた

く諮問いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 福岡市保健福祉審議会諮問及び答申 

 (1)諮問 
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                       保福審第 13号 

令和６年２月８日 

  

福岡市長 髙島 宗一郎 様 

 

福岡市保健福祉審議会     

委員長 高 田 仁    

 

 「第７期福岡市障がい福祉計画」及び「第３期福岡市障がい児福祉計画」 

（令和６年度～８年度）の策定について（答申） 

 

 令和５年５月 30日付福障企第 67号により諮問のあった標記の件について、

本審議会で慎重に審議を重ねた結果、別添のとおり答申します。 

 

 「第７期福岡市障がい福祉計画」及び「第３期福岡市障がい児福祉計画」（令

和６年度～８年度）においては、地域において必要な「障がい福祉サービス」、

「相談支援」、「地域生活支援事業」及び「障がい児通所支援」等の各種サー

ビスが計画的に提供されるよう、令和８年度末における障がい福祉サービス

等に関する数値目標の設定及び各年度のサービス需要を見込むとともに、サ

ービスの提供体制の確保や推進のための取組みを定めております。 

 

福岡市におきましては、この答申を踏まえ、「障がいのある人が必要な支援

を受けながら、自らの能力を最大限発揮し、地域や家庭でいきいきと生活す

ることのできるまちづくり」という基本理念の実現に向けて、着実に取組み

を推進されるよう切に希望します。 

 

 

 

 

  

 

 

 

(２)答申 
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５ 市民意見募集 

（１）目的 

「第７期福岡市障がい福祉計画」及び「第３期福岡市障がい児福祉計画」の策定にあたり、市

民との情報共有を図り市民意見を計画に反映させるため、福岡市パブリック・コメント手続要

綱に基づき計画（原案）を公表し、意見募集を実施しました。 

 

（２）意見募集期間 

  令和５年 11月１日（水）から 11月 30日（木）まで 

 

（３）実施方法 

①計画（原案）の公表 

市政だより令和５年 11月１日号で告知の上、市の関係機関及び障がい児・者の相談窓口

にて計画（原案）の閲覧および配布を行いました。 

また、福岡市ホームページにも音声読み上げ対応のテキスト版を併せて掲載するととも

に、計画（原案）の点字版及び音声版を作成し、市役所本庁舎及び各区役所等で配布できる

ようにしました。 

 

   ※閲覧・配布場所 

    ・福岡市役所本庁舎（福祉局障がい企画課、こども未来局こども発達支援課、情報公開

室、情報プラザ） 

    ・各区役所（福祉・介護保険課、健康課、情報コーナー）、入部・西部出張所 

    ・福岡市市民福祉プラザ 

    ・心身障がい福祉センター 

・東部療育センター 

・西部療育センター 

・精神保健福祉センター 

・こども総合相談センター 

・発達教育センター 

・発達障がい者支援センター 

・障がい者就労支援センター 

・区障がい者基幹相談支援センター（市内 14か所） 

・障がい者フレンドホーム（市内７か所） 

  

②意見提出の方法 

郵送、ファクス、電子メール、福岡市ホームページ回答専用フォーム、市窓口への持参に

より受け付けました。 
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（４）意見募集結果 

①意見提出状況 

提出者数・・・７人・団体（内訳：４人、３団体） 

   意見件数・・・12件 

 

②意見集計結果 
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